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香港税務 

 

香港 
終審法院、未実現利益は事業所得税

の課税対象外と判示 
 
2013年 11月 12日、香港の終審法院 (Court of Final Appeal)は通常の会
計原則に従って認識された売買目的有価証券の評価換えから生じる未実
現利益は内国歳入法§14 の規定によって事業所得税の課税対象外である
旨を判示した(Nice Cheer Investment Limited v. Commissioner of Inland 
Revenue (CIR))。終審法院は香港の司法制度上の最終判決権を持つ裁判
所である。 
 
背景 
 
納税者は香港証券取引所に上場される有価証券の売買に主として従事す
る香港会社である。納税者は通常の会計基準に則って財務諸表を作成
し、関連する期間の財務諸表上、売買目的株式に関する実現・未実現の
損益を認識した。未実現の損益は期末において保有する未売却株式の時
価の変動額として認識された。 
 
納税者は未実現利益を非課税所得として取り扱ったが、未実現損失の方
は損金算入申告した。内国歳入長官は未売却株式から生じる未実現利益
は課税対象として取り扱うべきであるとの見解を取った。長官の見解
は、事業所得税は会計原則の規定に従って査定されるべきであるという
考えに基づいている。 
 
納税者は長官の査定に対して異議を申し立てた。この事案は 2011 年に
第一審裁判所 (Court of First Instance)、2012 年に控訴院 (Court of 
Appeal)、そして 2013 年に終審法院へと進んだ。納税者の主張は各段階
で支持され、すべての裁判所は未実現利益は事業所得税の計算上認識さ
れるべきでなく、したがって課税対象外であると判示した。 
 
終審法院の判決 
 
終審法院は納税者を支持し、売買目的有価証券の評価換えによる未実現
利益は非課税である一方、未実現損失は損金算入できる場合があるとの
判断を示した。 
 
関連規定（内国歳入法(Inland Revenue Ordinance = IRO)§14）に基づ
いて、裁判所は「利益」は取引、職業的又は事業的活動から生じるもの
でなければならず、これらのために保有する資産の単なる評価換えから
生じるものではないとした。これにより、関連期間に生じた未売却株式
の価値の増加は未実現利益であるため、課税所得の計算上除外されるべ
きであり、課税対象外であるとした。 
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 未実現損失に関して、終審法院は税法上の二つの基本的な考え方を示した。(i)「利益」という言葉は実
際の又は実現済みの利益を含意し、潜在的又は期待上の利益を含まない。(ii) 利益と損失のどちらも見込
まれないかもしれない。しかしながら、裁判所はこの二つ目の原則に関して、納税者が未実現損失を利
用して租税債務の減少を図ることを禁ずるものと解してはならないとした。納税者は売買目的株式の価
値下落に関して損益計算上の引当てをすることが出来る。但し、この引当ては正当化できるものでなけ
ればならない。 
 
コメント 
 
売買目的有価証券に係る未実現利益は非課税という終審法院の判決は明確ではっきりしたものである。
裁判所は当該利益は期待されているのであって IRO§14 における「利益」には当たらないとした。税額
計算において、納税者は未実現利益の額を非課税項目として除外することが認められる。 
 
未実現利益に関する取扱い以外の Nice Cheer事案判決における所見を以下に述べる。納税者はこれらの
税務問題の取扱いを確認し、税務専門家と相談するべきである。 
 
未実現損失 － 納税者は未実現損失の税務上の取扱いを考慮すべきである。終審法院は利益と損失の
どちらも見込まれないかもしれないとするが、未実現利益と異なり、未実現損失の認識については明確
には否定していない。納税者は売買目的株式の価値下落に関して損益計算上の引当てをすることが出来
るが、当該引当ては正当化できるものでなければならないと裁判所は述べている。 
 
終審法院の判決は未実現損失の取扱いに関しては単純ではない。どのような状況であれば引当てが正当
であると考えられるか完全に明確なわけではない。特に、裁判所は§19D に関して何も述べていない。
§19D はある課税年度に生じた損失の金額は当該課税年度の課税対象利益と同様の方法で計算すること
を求めている。未実現損失の損金算入可否について納税者と IRDの間で争いが生じる可能性が高い。 
 
その他の未実現利益 － 終審法院の判決は、財務諸表上のすべての未実現利益を Nice Cheer事案にお
いて売買目的有価証券の未実現利益に適用されたのと同じ原則にしたがって非課税として取り扱ってよ
いかという問題を提起している。とりわけ、裁判所は IRO§14 が「いかなる者」という言葉を用いてる
ことをもって「当該条項は、事業の性質や大きさに関係なく、法の適用があるいかなる納税者にも同様
に適用されるべきである」と強調した。したがって、この判決は負債証券（社債など）やその他の金融
商品から生じるすべての未実現利益にも適用できると思われる。しかしながら、IRDは Nice Cheer事案
の適用を持分証券等の場合に限定しようとする可能性もある。IRD がこの判決をどのように解釈・適用
するかまだ定かではない。 
 
為替差損益 － 終審法院は外国為替取引についての取扱いについては言及しなかった。本事案では争
点になっていなかったためである。しかしながら、第一審裁判所は外為取引から生じる未実現損益は売
買目的有価証券のそれとは異なるから Nice Cheer事案判決は外為取引に広く適用することはできないと
した。外為取引において取引される資産は通貨（現金）、すなわち、即座に取引できる市場を持ち報告
通貨に対して価値を有する交換可能資産である。上記に鑑みると、IRD が外為取引から生じる未実現利
益を非課税として取り扱う可能性は低いと考えられる。 
 
会計準拠主義 － Nice Cheer 事案と Secan事案(CIR v. Secan Ltd. & Ranon Ltd.)で裁判官を務めた
Lord Millettが Nice Cheer事案において「IRDは Secan事案における私の判決を誤解してきた」と述べ
たことは興味深い。Secan 事案判決を受けて IRD は解釈実務指針第 40 号「収益性費用の前払い・繰延
べ」(DIPN 40)と第 42 号「金融商品と外国為替差額に関する課税」(DIPN 42)を発行した。IRD による
と、Secan 事案の本質は税務上の取扱いは税法の規定に反しない限り会計規則上の取扱いに従うべきで
あること（会計準拠主義）にあるとする。しかしながら、終審法院は「財務諸表は投資家が会社の財政
状態と収益状況、とりわけ将来の収益性を知るために作成されるものであり、税務目的で作成されるも
のではない」とした。 
 

"通常の会計原則にしたがって作成された決算は、それが裁判所によって明確にされた
課税原則と一致しない場合には、たとえ税法上明確な規定がないとしても税務上調整し
なければならないということは議論を待つまでもなく明らかである" 

 
このことはどの程度まで税務が会計に準拠すべきなのか、また、この準拠主義が将来どのように発展し
ていくかという問題を提起する。Nice Cheer事案の判決を受けて IRDが DIPN 40と DIPN 42を改訂す
るかどうかはまだ定かではない。 
 
Sharkey v. Wernher原則 － 1955年の英国税務訴訟に基づく Sharkey v. Wernher原則は資産保有に
関する納税者の意思が売買目的から長期投資へ（あるいはその逆に）変化したときに適用される。この
原則が適用される場合、意思が変化した時点における資産の時価が納税者の課税所得の計算上考慮され
る。Nice Cheer事案において第一審裁判所は Sharkey v. Wernher原則は香港では適用されないとした上
で、納税者は自己と取引することは出来ず、概念的な利益は課税対象とするべきではないとした。しか



しながら、終審法院は Sharkey v. Wernher原則の適用可否については言及しなかった。おそらく争点で
はなかったためだと思われる。この原則が香港において実務上適用され続けるのかどうか明らかではな
い。 
 
過年度分の再申告 － IRO§70A に基づくと、申告書あるいは計算書の誤り又は不備を原因として
IRD による査定が過大であった場合、納税者は課税年度終了後 6 年以内あるいは関連する課税通知の発
行後 6 月以内のいずれか遅い方までの期間であれば査定の修正を求めることが出来る。納税者が Nice 
Cheer 判決に基づいて§70A による過年度査定の修正を求めることが出来るかどうか疑問の余地があ
る。厳密に解釈すれば、申告書作成時において一般的な実務に基づいて査定がなされている場合には、
§70Aに基づく修正は行われないと考えられる。 
 
結論 
 
Nice Cheer 判決は未実現利益は非課税という原則を取戻すものであるため、歓迎すべきである。しかし
ながら、この判決は税務が会計にどの程度まで準拠すべきかという問題を提起する。会計基準がますま
す複雑化していることを踏まえると、専門家の判断が必要である。納税者はこの判決による税務上の潜
在的影響について税務専門家と相談することが望まれる。 
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